予算要求資料
平成２８年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：生活保護費　目：生活保護費
	事業名　新生活保護レセプト管理システム更新事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　健康福祉部地域福祉国保課社会援護係　電話番号：058-272-1111（内2647）

　　　　　　　E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　 6,468千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	6,468
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,468

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・平成２２年度にレセプト管理システムの導入にあわせサーバーを購入したが、平成２７年度で導入より５年が経過し、導入時に結んだサーバー機器の保守契約について期間満了を迎えることになった。この保守契約については、平成２９年５月までしか延長できず、保守契約期間を延長した場合でも、部品の供給については保証されないことになっている。このため、サーバーが故障した場合、交換部品の取り寄せに時間がかかる可能性がある他、交換部品がなく修理できないといった事態も想定され、新たなサーバーを購入するまでシステムが使えなくなる危険性がある。システムを安定的に稼働させるため、サーバーを速やかに更新する必要がある。
・また、専用端末についてもサーバーと一括で購入したものとなり、岐阜地域福祉事務所、西濃・揖斐・可茂県事務所及び地域福祉国保課に設置しているが、設置から５年が経過したことに加え、端末のＯＳについてはＶＩＳＴＡとなっている。このＶＩＳＴＡについては、平成２９年４月１１日でマイクロソフトのサポートが終了することから、セキュリティ上、サポートが終了するまでには機器更新しておくことが必要となっている。なお、ＯＳをWindows7にヴァージョンアップして対応することも可能ではあるが、ＯＳのサポート期限が平成３２年１月１４日まででおよそ４年で切れてしまうこと、また既設機器が設置から既に５年が経過し、継続して使う場合には故障のリスクが高いことから、ＯＳの更新のみでの対応は適当ではない。
・上記のようにサーバーの保守契約が満了を迎え部品の安定供給が途絶えること、専用端末のＯＳのサポートが平成２９年４月で切れセキュリティ上支障が生じることから、レセプト管理システムの更新を一括で行う。
・更新にあたって各種方法を比較検討したが、平成２８年４月より富士通ＦＩＰにおいてクラウドシステムが運用されることを踏まえ、クラウドシステムにより行うこととした（※検討の詳細は別紙参照）。
・なお、更新に伴い、従前、県庁舎に設置されている岐阜地域福祉事務所を除く現地機関設置端末については、無線ＬＡＮでＲＥＮＴＡＩへ接続していたが、岐阜県行政情報ネットワーク管理運用要領第８条第４項の規定により有線ＬＡＮで接続する必要が生じたことから、機器更新に伴い有線ＬＡＮの設置工事を併せて行う（※いずれの方式を採用した場合でも必要となる）。
（２）事業内容

・現有システムのデータ移行
・専用端末の更新及び旧端末の廃棄処分
・現地機関へのＬＡＮ敷設（※西濃、揖斐、可茂のみ）
・クラウドシステムの利用料
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	備品購入費
	1,720
	専用端末機器（ディスクトップ）の購入　1,720千円
パソコン本体　＠1,520千円
購入ソフト　　＠　200千円

※県庁及び岐阜地域福祉事務所、西濃・揖斐・可茂県事務所

	委託料
	4,748
	・データ移行作業　　　　　　　＠2,004千円
・クラウド利用料　　　　　　　＠1,821千円
・サーバー及び端末　処分費用　＠　149千円
・ＬＡＮ設置工事　　　　　　　＠　774千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　西濃　258千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　揖斐　256千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　可茂　260千円

	合計
	6,468
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）国・他県の状況

・平成27年3月9日に開催された「社会・援護局関係主管課長会議資料」において、電子レセプトシステムの端末の更新について、地方自治体の負担で適切に更新するよう示されたところであり、更新手法として以下の二点が示された。
　　＜更新手法＞
　　１．新OSで動作するプログラムへ改修・更新

　　２．OSのサポート期限の影響を受けないクラウドサービス等の利用
　・他県の更新状況（予定）について調査したところ、38都道府県より回答が
得られ、以下のとおりであった。
　　○更新予定年度　平成27年度：6　平成28年度：16　平成29年度：2

未定他：14

　　○更新予定方法　クライアントサーバー：13（※）　クラウド：9
　　　　　　　　　　未定他：16
　　　　　　　　　　※4県については平成27年導入
（２）事業主体及びその妥当性
生活保護法施行事務は、国からの法定受託事務であり、郡部（町村域）の実施主体は県となっている。
（３）後年度の財政負担
　　今後、毎年度システム利用料金が発生する。
事業評価調書
	■　新規要求事業

	□　継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　生活保護法施行事務の実施にあたり、被保護者等にかかる医療レセプトを電子媒体で取り扱うことにより、以下のような生活保護業務の効率化を確保
＊レセプトの発送時間・送料の縮減、セキュリティの向上

＊レセプト点検業務のシステム化による点検精度の向上


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	システム化と、生活保護受給者・申請者の人数が増減することは無関係であるため、適当な指標を設定することができない。


（前年度の取組）

	実績なし


（前年度の成果）

	実績なし



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	法定受託事務としての生活保護法施行事務を実施。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

－

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	クラウド化によりデータ更新作業、レセプト取り込み作業等の業務が削減され、事務負担の軽減につながると見込まれる。


（今後の課題）

	医療扶助の適正化を図るため、本システムをより一層活用し、不正受給の防止等に取り組んでいくことが必要となる。


（次年度の方向性）
	次年度以降については、サーバーの更新が不要となることから、月額利用料について継続して負担していく。



別紙２－１








